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【スポーツの秋とラジオ体操】 

10 月 25 日に開催された「しまだ大井川マラソン」に参加しましたが、
台風 30 号の影響もあり、あいにく雨の中でのマラソンとなりました。そ
れでも、雨の日が多かった９月に比べれば、秋晴れの日も増え、ようや
く秋らしさを感じられるようになった 10 月も、早いもので月末を迎えま
した。 

皆さまは、今年の秋をどのように過ごされたでしょうか。 

読書の秋、食欲の秋、そしてスポーツの秋……。 

昭和生まれの私にとって、10 月 10 日といえば「体育の日」。2000 年
（平成 12 年）から 10 月の第２月曜日に移り、2020 年（令和２年）には
名称も「スポーツの日」に変わりましたが、いまだに馴染めません。や
はり「体育の日は 10月 10 日」という感覚が抜けないのです。 

さて、今回は、日頃お世話になっている某会社の朝礼について、少し
お話ししたいと思います。 

その会社では、毎朝、朝礼に先立って社員の皆さんがラジオ体操を行
っています。私も会社にお邪魔する際には、皆さんと一緒にラジオ体操
から参加させていただいています。 

初めて参加した日のことです。 

ラジオ体操など、一体何年ぶりでしょうか。最後に体操をしたのがい
つだったのか、全く思い出せません。そもそも、どんな動きだったのか
さえ、記憶が曖昧です。 

ところが、音楽が流れ、「ラジオ体操第一～！」という掛け声が聞こ
えてくると、不思議なことに身体が自然と動き始めたのです。 

腕を前から上に上げて、大きく背伸びの運動から始まり、腕を振って
脚を曲げ伸ばす運動、腕を回す運動……。 

次は何だったかと考える必要もなく、音楽に合わせて身体が動いてい
きます。 

小学校、中学校、そして高校時代。体育の授業や夏休みの朝など、何
度となく繰り返してきたラジオ体操。その動きは、何十年経っても身体
に染みついているのですね。 

人間の記憶とは、実に不思議なものだと感心しました。 

ただし、昔と大きく違うことが一つありました。 

腕を回したり、身体を反らしたりするだけ
で、肩や腕に結構な負担がかかるのです。子
供の頃には何とも思わなかった動きが、今で
は少々つらい。ところどころで痛みさえ感じ
ます。 

動きは昔のまま覚えているのに、それを実
行する身体の方は、残念ながら昔のままでは
ありません。 
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頭の中では軽々と体操をしているつもりでも、身体は正直です。加齢
の影響を、思いがけないところで実感することになりました。 

もっとも、考えてみれば、ラジオ体操は身体のさまざまな部分を動か
すようによく考えられた運動です。普段使っていない筋肉や関節を動か
すことにも意味があるのでしょう。 

社員の皆さんが毎朝当たり前のように続けているラジオ体操。わずか
数分のことですが、それを毎日、何年も積み重ねることには、大きな意
味があるように思います。 

「継続は力なり」 

何事も、日々の小さな積み重ねが大切なのだと、改めて感じた秋の朝
でした。 

さて、私もラジオ体操を毎朝の習慣にしてみようかと思いますが、果
たしていつまで続くことやら……。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【「消費税・支援金法案」、国会に提出】 

去る 10 月９日、「租税及び社会保険料による負担の軽減のための飲食
料品に係る消費税率の臨時的な引下げ及び就業者負担軽減支援金の支給
に関する法律案」（以下「消費税・支援金法案」といいます。）が国会
に提出されました。同法案は、10 月 20 日に衆議院の財務金融委員会に付
託され、10 月 31 日現在、衆議院で審議中です。 

この法案は、飲食料品に係る消費税率の引下げと、就業者負担軽減支
援金の支給を一つにまとめたものです。政府は、令和 11 年度からの「所
得に連動したきめ細かな給付」の導入までのつなぎとして、飲食料品の
税率引下げと支援金の先行導入を組み合わせ、飲食料品に係る消費税の
実質ゼロ化を図るとしています。 

さて、法案は４章構成となっており、消費税関連の規定は第２章（第
２条～第８条）にあります。 

【飲食料品１％のインパクト】 

法案が成立した場合、令和９年４月１日から令和 11 年３月 31 日まで
の２年間、現在、軽減税率の対象となっている飲食料品（外食や酒類は
除かれます。）に係る消費税率が、地方消費税を含めて８％から１％に
引き下げられることになります。 

消費税率の引下げ部分が注目されていると思いますが、消費税・支援
金法案には、それ以外に、①課税事業者選択・簡易課税不適用に関する
届出の特例、②簡易課税制度における飲食料品の売上げに対応する仕入
税額控除の特例、③中間申告税額の計算に関する特例、④総額表示義務
の特例などがあります。 

大井川鐵道のパーシー号（きかんしゃトーマス） 

10/27 「新金谷駅」にて 
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この秋以降、消費税・支援金法案に関する研修講師のご依頼をいただ
いていて、現在、研修資料を鋭意作成しているところです。 

紙幅の関係もありますので、消費税・支援金法案の詳細な解説はでき
ませんが、今回は飲食料品に係る消費税率が１％に引き下げられること
のインパクトについてご紹介をしたいと思います。 

飲食料品の売上げや仕入れがある事業者にとって、今回の引下げは、
販売価格だけでなく、消費税の納付・還付や資金繰りにも影響する可能
性があります。免税事業者や簡易課税制度を適用している事業者に加え、
中間申告・納付を行っている事業者も、早めの確認が必要です。 

《申告納税額への影響》 

次に掲げる資料は、一定の前提の下で、「飲食料品小売業」と「飲食
料品製造業」について、税率引下げ後の納付・還付税額を試算したもの
です。 

原則課税では、売上げに係る消費税額から、仕入れや経費などに係る
控除対象の消費税額を差し引いて、納付税額を計算します。控除する税
額の方が大きければ、その差額は還付の対象となります。 

掲載事例では、税率１％への引下げ後、飲食料品小売業では 10 万円、
飲食料品製造業では 42 万円の還付となっています。売上げに適用される
税率が１％になる一方で、店舗家賃、光熱費、包装資材費などには引き
続き 10％が適用されるため、大きな設備投資がなくても、仕入れや経費
の構成によっては還付が生じるのです。 

一方、免税事業者のままでは仕入れに係る消費税の還付を受けること
はできず、簡易課税制度でも、実際の仕入税額に基づく還付は受けられ
ません。こうした事業者については、法案第３条の届出に関する特例も
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踏まえ、課税事業者の選択や、簡易課税制度から原則課税への変更を検
討することになります。 

《中間申告・納付への影響》 

次に、飲食料品に係る税率引下げが、中間申告・納付に与える影響を
見てみましょう。 

直前の課税期間が１年間で、年１回の中間申告を行う事業者の場合、
通常は、前期の確定年税額の２分の１を中間納付します。 

掲載した飲食料品製造業の事例では、令和９年３月期の年税額が 126
万円であるため、通常の計算による中間納付額は 63 万円となります。一
方、税率引下げ後の令和 10 年３月期は、中間納付額を控除する前の段階
で 63 万円の還付となる計算です。このため、通常どおり 63 万円を中間
納付すると、確定申告時には、その中間納付分を含めて 126 万円の還付
を受けることになります。 

最終的に精算されるとはいえ、後で還付される税額を一時的に納付す
ることは、資金繰りの負担となり得ます。 

そこで法案には、前期の飲食料品の売上げや仕入れ等について、税率
引下げ後の制度を適用したものとして計算し直し、その結果に基づいて
中間申告税額を計算できる特例が設けられています。この事例では、特
例を適用することにより中間納付額がゼロとなり、63 万円の一時的な資
金流出を避けることができます。 

また、継続的に還付が見込まれる場合には、課税期間を１か月又は３
か月に短縮する特例を選択し、還付申告の機会を早める方法も考えられ
ます。ただし、申告回数が増え、原則として２年間は短縮をやめられな
いため、還付見込額と事務負担を比較して判断する必要があります。 

今回は手続きの詳細には立ち入りませんが、税率引下げの影響は、消
費税の納付額だけにとどまりません。還付の有無や時期、資金繰り、課
税方式の選択なども含めて確認することが大切です。 

まずは、ご自身の事業の売上げや仕入れにどのような税率が適用され
ているかを確認し、税率引下げ後の納付・還付見込額を試算してみては
いかがでしょうか。対応が必要となる場合には、早めに税理士へご相談
ください。 

※ 本稿は、令和８年 10月 31 日現在の提出法案に基づいています。 
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――――――――――――――――――――――――――――――――― 

 

 

 

本文でも触れましたが、この秋は消費税・支援金法案に関する研修講
師のご依頼を複数いただき、資料作成に追われています。 

この事務所だよりも、10 月最終日の 31 日㈯に、ようやくまとめること
ができました。 

制度の内容を正確に理解し、分かりやすくお伝えできるよう、引き続
き準備を進めてまいります。 

 

 


